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トランプ政権と日本の決断 

 

平成 28年 11月 23日 

公益財団法人 国家基本問題研究所 

第 9回 会員の集い シンポジウム 

東京・ホテルニューオータニ 鶴の間 

 

櫻井 国基研は創設から丸九年が経ちました。その間、皆さまのおかげで、いろいろなメ

ッセージを内外に出してまいりました。つい最近は、「もんじゅ」の研究開発を続行すべき

だという意見広告を出しました。少数派であるのは重々、存じています。しかし、それが

正論だと思えば、いかに少数であっても、私たちはそれを発表しなければいけない。それ

が研究者としての、また言論人としての務めであると考えています。そうしたことができ

るのも、皆さま方がいつも私たちを支えてくださるおかげです。心からお礼申し上げます。 

 アメリカでトランプさんが大統領になりました。アメリカはこれからどうなっていくの

か。すでにオバマ政権の下で、大きな変化は起こり始めていました。このことについて、

私たちは早い時期から、「大地殻変動が起きる」というメッセージを発信していました。そ

して、そのとおりになりました。今日はその大地殻変動が世界と日本にどんな影響を及ぼ

すのか、存分に論じていきたいと思います。 

 トランプ政権の誕生は単なるアメリカの出来事ではなく、世界各地で起きている地殻変

動を象徴していると思います。トランプさんのアメリカはどのようになっていくのか。国

防政策はどうなるのか。それが世界のパワーバランスをどのように変えていくのか。経済

政策はどうなるのか。グローバリズム、ポピュリズムなど、いろいろな観点で論じられま

すが、トランプ誕生は世界の主要国のみならず、多くの国々で政治的な考え方に影響を与

えると思います。特に日本には大きな影響が出てくると思います。大きく変化する状況の

中で、私たちはどのようなことを考え、どんな対策を打てばいいのか。そうした点につい

て論じていきたいと思います。 

 まず、田久保さんから、発言をお願いいたします。 

田久保 イギリスでは国民投票の結果、国民の過半数がＥＵ（欧州連合）離脱という選択

をしました。この現象とトランプ現象は同じような性格だと考えています。 

 そう思っていたところに、国際問題では最高の水準だと言われる隔月刊誌『フォーリン・

アフェアーズ』が「Populism on the March」（行進するポピュリズム）という大きな特集

を組みました。全世界のポピュリズムの現状が詳細に書いてありましたが、それを読んで、

私だけが隔たった考え方しているのではないと意を強くしました。 

 トランプはアメリカのブルーカラー労働者、白人の比較的賃金の安い人たちが考えてい

ることをそのまま主張し、ポピュリズムを煽るような形で躍り出て、大統領に当選してし

まいました。 
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 トランプのキーワードは、三つです。一つ、アメリカ第一主義。小池さんも都民ファー

ストと言っていますが、あれはトランプの真似です。次に孤立主義、三番目が保護主義で

す。貿易は保護主義を取ると、はっきり表明しています。 

 「実際はそうならないだろう」と、みんな期待していますが、それは誤りです。トラン

プは断固やると思います。ＴＰＰ（環太平洋経済連携協定）も一月二十日の就任式で、離

脱宣言をすると発表しています。マイク・ペンス次期副大統領はＴＰＰに大賛成です。し

かし、トランプはＴＰＰはやめると言う。これは大統領のほうに強い力があるということ

だと思います。 

 そして、移民反対、メキシコとの国境に壁をつくるとも言っています。 

 イギリス、あるいは欧州で何が起こっているのか。イギリスは主として難民問題です。

ＥＵは戦後、石炭・鉄鋼共同体から始まり、徐々にマーケットを広げていって、二十八ヵ

国の大共同市場をつくりました。その結果、主権がどこにあるのかわからなくなってしま

った。ブリュッセルの官僚がいろいろな国から来た移民、難民をイギリスに送れという政

策を指示する。難民だけではありませんが、いちいち政策を割り当てるので、イギリスの

国会議員は「主権に関することをブリュッセルがなぜ決めるのだ」ということで、ＥＵに

背を向けてしまう。移民はイヤだと批判的になる。イギリスの一般国民、中産階級の共通

の意見がそうなってくると、選挙で勝ってしまうのです。 

 アメリカ、ヨーロッパが打ち立てた戦後の体制、価値観は三つあると思います。一つ、

第二次世界大戦のような悲劇を回避するには経済的に豊かになること。これはアメリカを

先頭にして、どんどん協力体制をつくり、結論として、ＥＵだということになったわけで

す。 

 二つ目は、ＮＡＴＯ（北大西洋同盟）です。ＥＵと同じく二十八ヵ国からなる集団的自

衛、集団防衛体制をしっかり固める。これが二番目の柱です。 

 三番目が、普遍的価値観、自由主義、民主主義、法治主義、人権主義。これを固く信じ

ようということです。この三つで動いてきたところに、トランプと欧州のポピュリズムの

動きによって、ブレーキが掛かってきた。このブレーキが本格的、長期的に続けば、大変

です。戦後、最大の動きだと思います。 

 欧米と日本のマスメディアは罵詈讒謗をトランプとイギリスのＥＵ脱退派に浴びせかけ

ました。自分たちの価値観と違うと主張するのはいいと思いますが、アメリカとイギリス

国民の過半数は愚かなのか。トランプに入れた六千何百万票という票を持った人たちはア

ホなのか。そうではないでしょう。それなりの時代的背景があって、この人たちの行動が

起きたのだと思います。 

 トランプが選ばれたことは、欧州と連動した世界的な動きではないか。両者には共通点

があるということを冒頭に申し上げたいと思います。 

櫻井 アメリカと欧州が連動するように、ポピュリズムへと走っていく状況が目の前で起

きていますが、これに日本も大きな影響を受けると思います。このトランプ政権をどのよ
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うに見たらいいのか、萩生田官房副長官いかがですか。 

萩生田 十一月十七日、総理がトランプさんと初めての会談を行いました。大統領就任前

ですから、民間人との会談ということになります。トランプさんの自宅に招かれ、約九十

分間、話をしました。非公式な会談なので、その内容はお互いに公にしない約束になって

いますから、詳しい中身は漏れてきていません。ただ、日米の新しい歴史をつくるスター

トの日になったと思います。 

 私はその日の夜、ＢＳテレビに出演して、会談についての解説をすることになっていま

した。ところが、もう朝のうちから、安倍さんはおみやげに五十万円の日本製ドライバー

を持っていったという話がありました。外務省に確認したら、間違いないということでし

た。総理のポケットマネーで買っていった物です。ただ、そういう情報が漏れてしまう外

務省の体質には疑問を持ちました。 

 あの会談が実現したのはいろいろな方のご努力があったと思いますが、何よりもトラン

プ氏のリーダーシップと安倍総理のリーダーシップだったと思います。 

 電話会談には、私も陪席しました。安倍総理は祝意を伝えると同時に、できるだけ早く

トランプさんとお会いしたいと呼びかけました。そして、トランプさんも安倍さんには一

日も早く会いたいというやり取りになったのです。そこで、「ＡＰＥＣ（アジア太平洋経済

協力）に行く途中、ニューヨークで給油を予定していますが、可能ならそこでお会いする

こともできます」という呼びかけをしましたら、「十七日はニューヨークにいるので、会い

たい」と言われて、成立した会談です。 

 一部のマスコミは安倍さんがアメリカのどこにでも行くから、会ってくれと頼んだ。貢

物として五十万円のドライバーを持っていったなどと、いやらしい報道をしています。事

実はそうではありません。私は、電話のそばにいましたから、よくわかります。トランプ

さんはきわめて紳士的で、総理に対しては政治経験の長い先輩というリスペクトをもって

いました。こちらが聞く前に、「日米の安全保障は卓越したパートナーシップであり、この

関係はこれからも大事にして、日本とアメリカの新しい歴史をつくっていこう」と向こう

からおっしゃいました。そういう意味では、しっかりした考えを持っている方だと少し安

心しながら、十七日の会談に臨んだという経過です。 

 予定時間は一時間ぐらいという約束でしたが、トランプさんの自宅の金ピカの応接室で、

九十分間、おもてなしを受けたようです。 

 私たちは各大使館、領事館を通じて、アメリカの情報、さまざまな声を聞いていました

ので、クリントンさんが有利だということを鵜呑みにしていませんでした。どちらが勝っ

てもおかしくない大接戦だと十分予知をして、さまざまな人脈をつないできたつもりです。 

 日本は放送法という法律がありますから、テレビでの放映、特に政治、ましてや選挙期

間中の報道などは、公正・公平を期すということが、法律で定められているので、たとえ

泡沫候補でも、名前も写真もちゃんと出ます。アメリカの場合、こういった根拠になる法

律がありませんから、どんな報道をしようが、どういう番組をつくろうが、かまいません。
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そういう状況で、圧倒的にクリントン支持の放送局が多い中での放送をわれわれは日本側

から見てきたのだと思います。そこにはいろんなバイアスがかかっていたと思います。 

 アメリカの国民の中には、経済的に苦しんでいる、あるいは雇用で痛い思い、苦しい思

いをしている人たちがいて、その声もそれなりに聞いていましたので、トランプ支持は、

もしかしたら本物ではないか。そして、どうもインテリ層からすると、自分がトランプを

支持していると言うと、近所の人に白い目で見られるのではないか。そういう心理的な部

分が、世論調査には反映されていなかったのではないか。そんなことを私たちなりに分析

をしました。 

 よく似ているのが、沖縄県の世論調査です。世論調査の段階では、基地問題について、

厳しい意見を言う人が圧倒的多数です。しかし、選挙になると、毎回、接戦になるのは静

かな基地容認派、あるいは基地の必要性を認めている人たちが潜在的にいるということだ

と、われわれは日ごろから感じていました。 

 トランプさんは大統領に就任したら、真っ先にＴＰＰは破棄をすると言っています。た

だ、アメリカにとって、ＴＰＰが本当に不利益を生むものなのかどうか。今、確信を持っ

て、その中身まで理解しているとは思えません。これから、専門家の方たちがいろいろな

角度からＴＰＰの可能性をトランプさんにレクチャーすると思います。 

 選挙期間中、「日本は安全保障のタダ乗りだ。防衛費負担を増やすべきだ」という発言も

ありました。世界中の駐留米軍の費用を見れば、米軍に手厚く防衛費を負担している国は

世界中で日本がダントツだと思います。兵隊の皆さんに対する実質的な支援だけでなく、

思いやり予算で、ご家族を含めたさまざまな手当てをして、日本で生活をするに値するだ

けの費用も国民の皆さんの税金から、負担をさせていただいています。 

 それはなぜか。日本の抱えている安全保障のルールの中で、アメリカと対等のことがで

きないため、財政的な負担をもって、それに応えていこうということなのです。トランプ

新大統領もいずれの機会か、こうしたことを理解するときがくると思います。 

 もちろん、ああいう方ですから、信念を持って、さまざまなことに取り組んでいくのは

間違いありません。一方で、オバマ大統領が自分のしたかったことをできなかったのは、

議会の了解を得られなかったからです。その根本の理由は、ねじれ議会を抱えていたから

です。オバマさんは民主党の大統領、議会は共和党が多数を占めるという側面がありまし

た。今回、上院・下院ともに共和党が多数を取りました。このことはきわめて大事なこと

です。日本側から見れば、トランプさんは異質な大統領に見えます。しかし、過去を振り

返れば、共和党政権は日本にとって、特に安全保障に関しては価値観を共有する政権であ

ったことは事実です。 

 トランプ政権を困ったなと思っている共和党の人たちも、大事なのはトランプさん個人

ではなく、アメリカ合衆国なのだという思いがあるなら、経験のある人、知恵のある人た

ちがトランプ新大統領の周りを支えるのは決して難しいことではないと思います。 

 良識派、あるいは知日派がトランプ政権を支える体制を取ることができれば、ある意味
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ではオバマ政権のスタートのときより、期待できる政権として、総理がしっかりお付き合

いできるのではないかと思います。 

 外交の舞台では、安倍総理のリーダーシップに対して、多くの国々が期待と信頼を寄せ

ています。 

 今回、トランプさんに会う前にも、オーストラリアのターンブル首相から電話があり、

また、マレーシアのラザク首相は訪日して、安倍首相に「トランプに会うのなら、こうい

うことは言ってほしい」と要請しました。まさに、アジア諸国の代表として託される立場

になってきました。 

 安倍総理が今までの外交経験を踏まえ、これまで以上にアジアのリーダーとしての役割

を果たし、トランプ政権と対峙をしていくなら、日米関係をさらにいい方向に進めること

ができると思います。その可能性を秘めた政権であると期待もしています。 

櫻井 トランプ政権がどのような政権になるのか。世界に対する影響はどうなのか。これ

を経済的な側面から見て、川村さんにお願いします。 

川村 私は二〇一六年の三月、ニューヨークにしばらくいました。そのとき、トランプ人

気が高いのを感じました。当時、日本での一般的な報道は、なにかの間違いか、悪い冗談

で、変な人を共和党の大統領候補にしたというものでした。私も彼の「きわめて上品な」

表現を聞くごとに、ブラックジョークのように考えていました。しかし、ニューヨークで

はトランプ支持派ではないはずのウォールストリートの人たちが、「トランプは大統領にな

る」という感じだったのです。 

 その数ヵ月後の夏、カリフォルニア、ロサンゼルスを中心に回っていたら、これはまっ

たく逆で、「トランプなどありえない」、そして、主にハリウッド関係の人たちでしたが、「ト

ランプが大統領になるくらいなら、カリフォルニアは独立する」などと言っていて、極端

に分かれていたので、どうなることかと思っていました。 

 選挙の開票が刻々と進んでいくと、まず日本の株式市場がクリントンだろうということ

で、暴騰しました。しかし、時間を追って、トランプが有利になってくるごとに、どんど

ん下がっていって、大暴落したわけです。一日で二〇〇〇円近い上下の幅は大変な値幅で

すから、大騒ぎになりました。 

 ニューヨークは暴騰で始まりました。翌日の日本の株式市場は暴騰で始まり、暴騰で終

わり、完全に下げを埋めてしまいました。これが意味しているのは、マーケットがいまだ

にトランプ氏の経済政策について、消化できていないということです。選挙直前まで、日

本の権威あるシンクタンクや専門家の皆さんは、「トランプ政権になったら、間違いなく強

烈な円高であり、強烈な株安であり、大変なことになる」と予測していました。その後、

約二週間は正反対に推移しているわけです。これをどう考えるかということが一番重要な

点だろうと思います。 

 トランプ氏の経済政策をひと言で表現するなら、「はじめドカーンで、あとドボン」。間

違いなくそうなると思います。 
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 今、デジャビュ（既視感）のように感じるところがあります。私は、一九八〇年の秋、

アメリカに留学中でした。ちょうど、カーターからレーガンに代わるときの選挙でした。

テレビやラジオで、毎日のように聞いていた標語が、「Let's make America great again」

です。それから三十数年経ったら、「Let's」が取れて、「Make America great again」。トラ

ンプ氏はパクリの名人だというのが私の最初の印象でした。 

 現在、彼が並べている経済政策のメニューは支離滅裂です。経済理論、ロジックから見

ると、相互に矛盾することばかりです。ある人たちにとって心地の良いことを過激な言葉

で語っているだけで、政策としての全体のバランスはおよそ取れていません。全般の印象

としてはレーガノミクスと呼ばれた、レーガン政権下で取られた、減税、そして、当時は

悪の帝国・ソ連をやっつけるという意味での軍事費拡大、財政出動、これらによって景気

を浮揚させていくという経済政策とよく似ています。 

 当時、レーガンがアーサー・ラッファーという経済学者を起用して、ラッファー・カー

ブという、減税と景気浮揚の効果についての理論を金科玉条にして、経済政策を進めまし

た。これは、怪しげなものですが、アメリカ人はそれを納得し、レーガンを大統領に選び

ました。確かに、レーガン政権の初期は景気がかなり良くなりました。それに近い経済政

策をトランプ氏が取っていて、これをわれわれはブードゥー・エコノミーと呼んでいます。

ブードゥー教のブードゥーです。呪術に頼る経済学だという言い方ですが、そんなところ

が多分にあるのではないか。これが一つです。 

 もう一つ、注目すべきは、現在のところ、トランプ氏はＴＰＰ以外、具体的な経済政策

に触れていません。ただ、彼の経済政策をまとめる十三人衆と呼ばれているブレーンがい

ますが、十三人衆の個人資産を合わせると、なんと日本円で一〇兆円を超えます。 

 一人当たり一兆円は軽く持っている資産家の集団です。商売は不動産開発、不動産投資、

ファンドといった人たちです。 

 個人で資産を一兆持っている人たちが、どんな経済政策をつくるのか想像はつきます。

箱物を安くつくって、高く売り、サヤで儲け、それに金利を付ける。われわれはレバレッ

ジ、倍数という言葉を使っていますが、それによって何倍もの収益を得る。そういう経済

が十三人衆の基本的な発想にあると思います。したがって、そうしたものが今後、いろい

ろな形で具体化されてくるのではないでしょうか。 

 十三人衆の中で、レーガン政権におけるラッファー博士に相当する人物になると思われ

るのがピーター・ナヴァロ教授です。 

 彼はカリフォルニア大学のアーバイン校ビジネススクールの教授です。この人は異能と

いうか、何でも屋というか、最初は経営論を教えていましたが、エネルギー問題の専門家

になり、今や中国の専門家ということです。 

 彼が少し前に『Death by China』という本を書きました。中国によって、アメリカは殺

されるという趣旨の本です。 

 これを知ったトランプ氏は一面識もなかったナヴァロ教授に連絡を取り、自分の経済ス
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タッフになってくれと申し出ています。おそらくエネルギー問題と中国問題では、彼に注

目していかなければならないと思います。 

 ちなみに、トランプ氏は経済政策の一環として、クリーンエネルギーより、アメリカの

豊かなシェールオイル、石炭、石油をもう一回、重視すべきだと化石エネルギーへの回帰

を主張しています。その理論的な背景はナヴァロ教授がつくっている可能性がきわめて高

いと思います。 

 また、中国に対して四五％の報復関税を掛けるという考え方、そして、中国が大変なア

メリカの脅威になっているという認識は今から三十数年前、アメリカが日本に対して抱い

ていたものに近い感じではないか。当時の日本は軍事的にはまったく脅威がない状況でし

たが、今の中国は南シナ海、東シナ海などで、軍事的な圧力を非常に強く感じさせる国で

す。そう考えていくと、トランプ政権は中国に対してはかなり厳しい対応をしていく可能

性が高いと思います。 

 経済政策全般について、あえてトランプノミクスという言い方をすれば、財政を出動さ

せて、大規模なインフラ投資を行うという柱が一本。もう一本の柱が個人、法人の大幅減

税です。 

 アメリカの企業がアメリカの国外に持っている利益は日本円で、およそ二七〇兆円。こ

の利益を海外に貯めている場合は課税するが、利益を国内に持ってくれば、税制上の優遇

をするという、アメリカ企業が稼いだ利益のアメリカ回帰を進めると思います。 

 これには前例があります。二〇〇四年、アメリカは本国投資法という法律をつくり、そ

れによって、アメリカに還流したアメリカ企業のお金が三三兆円ほどあったという実績が

あります。これらが相まって、消費を喚起するという政策が基本線だろうと思います。 

 アメリカの景気はこの二年ぐらい非常に良くなってきています。失業率も低下してきて

います。ですから、トランプ氏は景気が悪い状態で引き継ぐのではなく、景気が良い状態

で引き継ぐわけです。アメリカのＦＲＢ（連邦準備制度理事会）は利上げのタイミングを

狙っているというほど景気も良くなってきているのです。 

 その良い状態で、財政出動して、インフラ投資を行い、減税し、アメリカ企業の利益を

国内に戻しということになっていくと、すごいバブルが来ます。そのバブルの恩恵に、当

面、日本も与れるだろうと思います。ただし、これは冒頭で申し上げた「はじめドカーン」

の意味です。のちほど、ドボンのほうの話をしたいと思います。 

櫻井 トランプ政権がどのような政権になるのか、まだ、よくわかっていません。田久保

さんの警戒論と萩生田さんの可能性を見出していくという見方と、多少見解が違うという

気もします。アメリカが依然として、世界の超大国であることは間違いありませんが、こ

れまでの超大国ぶりとは違う超大国であるのは確かです。そのような意味で、今のアメリ

カはどうなっているのか。これからのアメリカはどんな国になるのでしょうか。 

田久保 アメリカの戦後の歴史を大きな視野から考える必要があると思います。戦後は冷

戦です。東側トップのソ連と、西側トップのアメリカ、両方の指導的国がイデオロギーの
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戦争をした。ところが、九一年にソ連が潰れて、ロシアになった。そこで、アメリカはど

うなったのか。この冷戦が終わる二年ほど前、ハーバード大学のハンチントン教授が、Ｉ

ＩＳＳ（ロンドン国際戦略研究所）の年次総会で、記念講演をしました。そのとき、「間も

なくソ連は潰れるだろう」と予言しています。そして、「ソ連崩壊のあと、ダントツの一は

アメリカで、プラス六。六ヵ国は、日本、中国、ロシア、ドイツ、フランス、イギリス。

この一＋六が主要なプレーヤーになって、世界の政治の役割を果たすだろう」と言ってい

ます。 

 アメリカは冷戦の一方の雄から、冷戦が終わって、ダントツの一極になった。ハンチン

トンは一極という表現がイヤだから、一＋六だと言ったのだと思います。そのあと、現在

に至るまで、どういう状況が起こったのか。ＢＲＩＣｓの台頭です。アメリカの経済、軍

事、教育、情報など、すべての面でアメリカのダントツは今でもほとんど変わらないと思

います。しかし、ブラジル、ロシア、インド、中国の経済が上がってきたので、日本の論

壇では、いろいろな人がアメリカの衰退、アメリカ時代の終わりということを言いました。

ただし、正確に言うと、アメリカの地位は変わらないが、ほかの国が上がってきたので、

相対的衰退だということです。この相対的衰退が続いてきたところに、トランプさんが登

場した。 

 大国にはさまざまな条件があると思います。たとえば、経済、軍事、技術など、すべて

数字で表わせます。何人ノーベル賞を取ったか。これも数字で表わせると思います。とこ

ろが、数字で表わせない重要なものがあります。今回の大統領選挙で、皆さんも感じたと

思いますが、アメリカのモラルのひどさです。少なくとも戦後はトルーマン、アイゼンハ

ワーはじめ歴代の大統領が民主主義、自由、人権、法治などの輝かしい松明を掲げながら、

世界のリーダーで走ってきました。ところが、トランプにはそんなものが感じられません。 

 今までの大統領とガラッと違います。クリントンはさらに悪いから、トランプが選ばれ

たのだと思います。クリントンはひどすぎました。病気の問題も隠していた。彼女は国務

長官のとき、クリントン財団に寄付した人と会うため、公式スケジュールを変更していま

す。それから、メール事件です。私用だか、公用だかわからない何万通のメール。この中

には機密があって、これが国際テロリストに感知され、リビアで四人のアメリカの外交官

が犠牲になった。こんなことが起こっていたので、クリントンがなったら、大変だと思っ

たけれど、トランプになっても同様に大変です。 

 われわれが目にしたのは、お金の問題をはじめ、セクハラだ、差別的発言だなどと、暴

露の毎日でした。見ているうちに、モラルの点で、この国はおかしくなっているのではな

いか。こんな考え方をしているようなら、相対的衰退から、絶対的衰退に変わる。その節

目が二〇一六年だったのではないかという気がします。 

 地位の低下が始まっていたのは、オバマ大統領のときからでしょう。初めのオバマと八

年後のオバマは違います。Ｇ８、伊勢志摩サミットのリーダーは安倍さんで、オバマは one 

of them。八人の中の一人、普通の政治家に過ぎないと、日本人は感じたと思います。 
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 アメリカの地位が大きな曲がり角に差しかかっているのではないか。よほどアメリカ人

は用心しないと、指導国家ではなくなるのではないかと考えています。 

櫻井 アメリカは大国ではあるけれど、普通の国になったというのが私の認識です。田久

保さんの「絶対的な衰退が始まっている」という発言は重要なものだと思います。 

 アメリカは日本にとって、唯一の同盟国です。トランプ政権がこれからどのようになる

のか。アメリカという国がどうなるのかは、対米外交、対世界外交の根本です。私たちの

意識の中では、今こそ、安倍総理が世界の政治の中心に立ってリードしていくべき運命の

局面にあるという感じもします。 

萩生田 共和党は本当にトランプさんしかいなかったのかと改めて思います。アメリカの

保守派の人たちはどうなってしまったのかという思いがします。他方、民主党もクリント

ンさんしかいなかったのか。八年間、政権を担ってきたオバマさんの下で、ネクスト・リ

ーダーたちが育ってこなかったのか。政治家の立場を超えた一日本国民として、そうした

アメリカを奇異に感じていました。 

 同じように、アメリカの人たちも、安倍さんのあとは誰がいるのか。野党は蓮舫氏でい

いのか。そう思っているかもしれません。おそらく、アメリカ経済が内向きになり、保護

主義が蔓延しつつある中で、仕事を失った人、給料が減った人たちの不満がトランプ政権

を生んだのだと思います。 

 アメリカの経済政策はこの八年間を通して、努力不足だったと言わざるを得ません。付

加価値を付けたものを他人に売ることによって、現金を得る。その管理をすることが、あ

たかも仕事であるかのようなアメリカ経済のあり方。これは日本国内にも感じるところは

ありますが、仕事を生み出す努力をアメリカがしてこなかったという思いがします。 

 トランプさんが当選直後に発表したコメントには、日本の高度経済成長時代の政策と似

たところがあります。田中角栄さんが日本列島改造論を打ち出し、新幹線をつなぐと言っ

たのとほとんど変わらない話を世界の大国であるアメリカが発表し、アメリカ国民もそれ

を良しとして、株価が上がっている状況は異常だと思います。アメリカの人たちには、も

っと地に足のついた、大国としての経済政策を立案してもらい、その政策は世界にも大き

な影響を与えるという自負と責任を持って、日本とも連携して進めていかなければならな

いと思います。 

 幸いにして、アメリカの株価も上がり、投資もドルに集中していますから、円安に振れ

て、日本の株も上がりました。そして今、輸出を含めて、日本企業は少し元気が出ていま

す。世界経済は全部つながっていて、日本だけうまくやろうと思ってもできません。パー

トナーであり、同盟国であるアメリカの経済も一緒に底上げをしていかなければならない。

そういう難しい時代に入っていくのだと思います。 

 戦後七十一年、染みついた敗戦国としての思いがありましたから、日本はアメリカの背

中を見ながら、世界に向かって出ていきました。しかし、もはやそういう立場ではなくな

っています。日本こそがリーダーシップをとって、世界経済のあるべき姿、方向性を示し
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ていかなければならない時代がきたと思います。 

 例えば、国会内で、「クリントンもトランプもＴＰＰは反対だと言っているのに、安倍首

相はなぜＴＰＰの成立を急ぐのだ」という意見があります。これは、アメリカの大統領が

「うん」と言わないのに、日本の政策を決めるのはおかしいと言っているのと同じです。 

 日本は自由主義、自由貿易社会を目指すという旗を掲げて、すでに二十ヵ国とのＦＴＡ

（自由貿易協定）を結んできました。そして、間違いなく成功してきました。例えば、ス

ーパーに並んでいるオージービーフがここまで安くなったのは日豪の協定の結果です。こ

の協定を結ぶとき、日本の農家、あるいは牛肉業者をマイナスに陥れるという意見もあり

ましたが、まったく逆です。日本の和牛を買いたいという海外の人たちが手を挙げ、国内

で流通するよりも高い値段で、日本の農産物が世界に出ていきました。 

 農産物輸出一〇〇〇億を目指すと言ったとき、国会で、日本の農業が一〇〇〇億も輸出

できるわけはないと指摘されました。しかし、昨年末で七〇〇億を超えました。世界の皆

さんが日本の肉、野菜、果物などの価値を認めて、買ってくれるようになったのです。 

 ＴＰＰの議論が始まったとき、多くの人が、「日本のコメがダメになる」と言いました。

しかし、考えてみてください。おにぎりはコシヒカリとアメリカ米やタイ米、どちらで握

ったほうがおいしいのか。誰だってわかる話です。 

 日本はもっと自信を持つべきだと思います。日本が今まで培ってきた、さまざまな経験

や衛生面に対する気配り。こういったものを含めて、食の安全を最も大事にしてきた日本

が生産するものを海外にどんどん出すことはきわめて重要だと思います。日本のコメがお

いしいと言う皆さんは、日本のコメは日本の炊飯器で炊かないと、うまく炊けないという

ことも学んだのです。だから、日本の炊飯ジャーがものすごく売れています。 

 こうした次なるビジネスにつながる日本の価値観を、私たち政治と経済の皆さんが一体

となって、リーダーシップを発揮していく。また、日本にはできないが、アメリカならで

きるものもあるのですから、お互い支え合っていく。自由貿易社会は両国にとって、きわ

めて大事だと思います。 

 これから、ＥＵとのＦＴＡやＲＣＥＰ（東アジア地域包括的経済連携）も含めて、日本

としては八五％の自由貿易圏をつくっていく努力をします。これは、アメリカの大統領が

誰になろうと、どこの国の首相が誰になろうと、日本が目指す世界の経済権益であり、価

値観です。今まではアメリカの顔色を見ながら、日本の政策を決めてきたこともありまし

た。もはや、そういう時代ではないと思います。日本が旗を振って、ときにはアメリカを

説き伏せ、理解させて、日本についてきてもらう。そうしたことは、軍事では無理ですが、

経済なら、十分に可能性があると思います。トランプ政権が間違った保護主義に陥ること

のないよう自信を持って、リーダーシップを発揮していきたいと思います。 

櫻井 大事なポイントがいくつか出てきました。川村さんがアメリカの経済が最初ドカー

ンで、次にドボンという、きわめて象徴的な話をされました。過去を振り返ってみますと、

国としては当然でしょうが、アメリカの政策は通貨、為替制度にしても、アメリカの利益
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が一番先にきます。日本はたびたび割を食ってきたという歴史があります。経済から見た

場合、トランプさんの下で、アメリカは利己主義が前面に立つような国になっていくので

しょうか。 

川村 アメリカはもともと利己主義だったと思います。その利己主義に、今までは洋服を

着て、帽子をかぶり、手袋をして、いろいろ飾り立てていたのです。ところが、トランプ

はスッポンポンで出てきたということではないかと認識しています。 

 レーガン時代の記憶は鮮明です。あのとき、「ロン・ヤス」関係という仲のいい背景があ

って、日米通商交渉、そして「日米円ドル委員会」が対日金融要求を出してきたわけです。

特に、防衛関係の交渉の話を担当者から聞きますと、実に屈辱的で、サブオーディネイト

（部下）とボスの会話というくらい、アメリカが圧倒的に振る舞っていたそうです。それ

が今から三十数年前の話です。 

 その後、アメリカの国力、国際的なプレゼンスが少しずつ落ちる中で、厚化粧をしてい

き、すっかり厚化粧になったところで、トランプが出てきた。もう厚化粧、ドレッシング

するのはイヤだと、裸になって、利己主義を丸出しにしてくるだろうというのが私の印象

です。 

 昔から、アメリカはアメリカファーストでした。それがますます露骨になってくる。た

だ、アメリカファーストと言うがゆえに、フライングしている部分もあると思います。例

えば、アメリカ、カナダ、メキシコとのＮＡＦＴＡ（北米自由貿易協定）も脱退するよう

なことを言っています。 

 日本の自動車メーカーは六十万台近くをメキシコでつくって、アメリカに出しています

から、大打撃だと言われています。しかし、アメリカはビッグ３を中心に、メキシコで日

本の自動車メーカーの倍ぐらいつくっていますから、やはり大打撃を受けます。トランプ

の言っていることをそのまま実行してしまうと、アメリカの企業もかなりの打撃を受けま

す。今後、こうした言い過ぎに対する軌道修正はあるだろうと思います。 

 アメリカの利己主義で、一番怖いのはバイ（二国間）の交渉です。日本とアメリカの一

対一のＦＴＡの交渉はできれば避けたいと思います。 

 ＴＰＰの枠組みを日本がなぜこだわるのか。アメリカが衰退したとしても、現在の日本

の国力や国際的な影響力をトータルで比べると、一対一で組み合うには大きすぎる相手だ

からです。 

 つまり、日本がアメリカと単独でファイトするのはまずいので、アライアンス（協調し

あえる仲間）を増やしておくということです。もう一つ、世界の経済で最も重要なのはル

ールづくりです。貿易や金融の国際ルールはどうなるのか。日本がそのルールメーカーに

なれるかどうかもポイントになると思います。 

 また、ＲＣＥＰも大事です。ＴＰＰは十二ヵ国ですが、ＲＣＥＰは十六ヵ国です。ＲＣ

ＥＰはＴＰＰのアジア版と考えればいいと思います。このＲＣＥＰとＴＰＰを重ねてみる

と、両方に入っている主要先進国は日本だけです。韓国と中国はＴＰＰに入っていません
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し、アメリカはＲＣＥＰに入っていません。しかし、日本は両方に入っています。したが

って、仮にＴＰＰが棚上げされても、ルールは日本がリードして、つくってきたというこ

とで、主導権を持つことができます。 

 ＲＣＥＰは間違いなく中国がリーダーシップをとろうとしています。ここで日本が中国

に引けを取らないリーダーシップをとるためにも、ＴＰＰの交渉は絶対に投げてはいけま

せん。非常に重要なポイントはそこにあると強く感じています。 

 私は先頃、ロンドンにしばらくいました。その前はアメリカに何度か行きました。中国

は二ヵ月に一度ぐらい行っています。そこで、感じるのは、世界中で最も政権が安定して

いる国は日本だということです。人々が最も幸せに暮らしている国も日本です。そして、

格差が最も少ない国も日本です。だからこそ、「クール・ジャパン」が世界で受け入れられ

ているのです。 

 ロンドンで鶴岡公二駐英大使と会ったとき、今年、日本からイギリスに行った訪問者数

は十七万人。それに対して、イギリスから日本に来た訪問者数が二十二万人だという話を

聞いてビックリしました。イギリスから日本に来ている人のほうが多いのはなぜか。日本

はすばらしい国だということです。 

 イギリスのブレグジット（Brexit＝ＥＵ離脱）についても、イギリス人に言わせると、「ブ

レグジットは経済的には損だが、今、ユーロコンチネントがドイツを中心に、覇権主義と

ポピュリズムの嵐になってきた。民主主義発祥の国として、彼らとは相容れない。イギリ

スの伝統的な議会制民主主義を保ちつつ、王室を尊び、そして変な独裁から距離を置くた

めに、イギリス流の民主主義をもう一回、回復したい」ということで、「アメリカはテレビ

ショーの成金おじさんが大統領になっている。まともな国は日本だけだ」とイギリス人た

ちも言うわけです。 

 安倍総理にはプーチン大統領との件もある。インドのモディ首相とのこともある。トラ

ンプさんとは真っ先に会見をした。アフリカもしっかり回る。ＡＳＥＡＮ諸国も大事にす

る。このような地球儀俯瞰外交、全方位の外交を積極的に進めている姿勢が世界でも評価

されています。 

 もう一つ、アベノミクスは今、世界中で最もすぐれた経済政策だと思います。アメリカ

にはアベノミクスがありませんでした。ほったらかにしておいて、バブルを生み、格差を

生みました。オバマさんも議会とのねじれがあり、これという政策は打てなかった。トラ

ンプさんは髪を金色に染めていますが、オバマさんも黒く染めたほうが強く見えたと思い

ます。安倍総理は髪が黒々していますし、あの滑舌にすごい効果があると思います。ああ

なると、大物です。よどみなく、ダァーとしゃべるのは小物の証しで、言葉をしっかり考

えているから、噛むのだと思います。今、世界的なプレゼンスも日本が大いに出てきてい

るところで、あとは、ドボンの時代にどう対処するのか。以上のような感じだと思います。 

櫻井 トランプさんの経済政策に、川村さんがかなり踏み込んできましたので、経済とい

う側面から、具体的に見ていきたいと思います。 
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 世界的にこうなった原因に、ポピュリズムがあります。ポピュリズムというと、私たち

は右からのポピュリズムを感じます。しかし、先ほど田久保さんが話された『フォーリン・

アフェアーズ』にポピュリズムを書いた元編集長のファリード・ザカリアは左からのポピ

ュリズムも大きいと指摘しています。アメリカ、ヨーロッパ各国でポピュリズム同士のせ

めぎ合いになって、アメリカでは、バーニー・サンダースさんが左からのポピュリズム。

トランプさんが右からのポピュリズム。ヨーロッパ諸国も右からのポピュリズムのほうが

多いのですが、左翼連合のようなポピュリズムもいろいろな国にあります。 

 ＴＰＰについて、わが国がアメリカの背中をどのように押していくことができるのか。

ＴＰＰの枠組みができない場合、それに代わる道は何なのか。川村さんがＲＣＥＰの話を

しました。ＴＰＰのアジア版で、中国が主導するものです。ＲＣＥＰになると、アメリカ

が外されていますから、かなりまずい状況です。この中で、日本が中国に代わって、リー

ダーシップをとるのは容易ではないという気もします。 

萩生田 ＴＰＰについては、トランプ大統領が政権をつくった後、経済や貿易担当の人た

ちからレクチャーを受け、ＴＰＰのいい点、悪い点、問題点など、いろいろ議論していく

はずです。その中で、ビジネスマンがゆえに、バランスシートを客観的に見ることができ

るのではないかと思います。 

 先ほど、オージービーフの話をしました。スーパーに並ぶオージービーフはすでに関税

が十数％になっています。アメリカの肉は三八・五％。日本人からすれば、輸入肉はアメ

リカ産だろうが、オーストラリア産だろうが、質が良くうまければ、安いほうを買うに決

まっています。 

 ニュージーランドの首相（ジョン・キー＝二〇一六年十二月に辞任）が「ＴＰＰのＴを

トランスではなく、トランプに変えればいい」と、うまいことを言っていましたが、トラ

ンプさんがもう一度、前向きに話し合いをしたいということなら、時間をかけてもアメリ

カをプレーヤーとして巻き込んでいくことはきわめて重要だと思います。 

 もっとも、日本は再協議には応じないという基本的な姿勢を示していますから、安易に

それを望むわけではありません。二国間のＦＴＡに応じてしまったら、アジアの、あるい

は太平洋圏のリーダーとして、日本を信頼してついてきてくれている十一ヵ国の信頼を失

うことになります。信頼している仲間を裏切って、日本の国益だけ最優先するようなこと

をしたら、世界の信頼を集めることはできませんので、そのへんは慎重な対応をしていき

たいと思います。 

 トランプさんも立場上、一月の就任式のとき、「選挙でこう言ったけど、やっぱりＴＰＰ

に入る」とはなかなか言えないと思います。ですから、ワンクッション入れて、話し合い

の機会をつくる必要があるかもしれません。ここは粘り強く、ＴＰＰの必要性を日本から

も発信していきたいと思いますし、他の十一の国と連携を強化して、アメリカの思いを翻

す努力を続けていきたいと思います。 

田久保 トランプが何をやるのか、本当のことはわかりません。新政権下で、役人三〇〇
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〇人くらいが入れ替わりますから、閣僚その他の人事が完成して、ようやくわかるのです。 

 その中のトップであるトランプは相当な力があると思います。しかし、ホワイトハウス

の主人公が上下両院とも多数を握ってしまうのは恐ろしいことです。主要な閣僚などは上

院の承認を得ます。これが、フリーパスになったわけです。エノーマスパワー（巨大な力）

を持ったとアメリカの新聞が書いています。そのトランプが何をするのか。まだ、断片的

な判断材料しかありませんから、予測するのは難しいのですが、二つの特徴があると思い

ます。 

 国際情勢全体を見るには、トップの人がアメリカの敵はどこであるかを確定しなければ

ダメです。その点で、トランプはどうしようもないと思います。 

 息子のほうのブッシュ大統領の大統領補佐官にコンドリーザ・ライスという黒人女性が

いました。のちに国務長官になりましたが、彼女がホワイトハウスに入る前、『フォーリン・

アフェアーズ』の論文に、一国のリーダーは相手を五種類に分類しなければいけないと書

いています。敵、潜在敵、中立国、友好国、同盟国の五つです。同盟国は敵に対して、共

に血を流す関係です。こういうことをはっきり言わないといけません。プーチンはオバマ

より指導性があるなどと冗談にせよ言っている人間はダメです。 

 トランプの過去一年間の特徴は「敵と同盟国との区別をしない」ことです。安倍さん、

メルケル、プーチン、習近平すべて、並行して名前を述べていました。区別がないという

のが、この人の特徴の一つだと思います。 

 敵の特定ができないと、同盟国関係は弛緩します。これは当たり前です。敵がいなけれ

ば、同盟国関係は必要ないからです。トランプの外交姿勢を推測する唯一の材料は四月十

六日に、ケネディセンターで行った演説内容です。トランプが暴言ばかり吐くので、「テキ

ストをつくりなさい」と側近が忠告し、スピーチライターが集まって、きちっと書き、そ

れにトランプが筆を入れた。そして、プロンプター（演説のときの介助役）がこれを読ん

で納得したものです。この中で、トランプはロシアと中国を批判しないで、同盟国批判を

しているのです。 

 まずＮＡＴＯです。加盟国の防衛費のミニマムの条件はＧＤＰの二％だが、これを守っ

ているのはＮＡＴＯ二十八ヵ国のうち、わずか四ヵ国だ（アメリカを入れると五ヵ国）。ほ

かの国は何にもやっていないと批判しています。日本と韓国についても、別の場所で駐留

軍の費用は全額、負担しろと言いました。 

 トランプの特徴を二つ上げました。敵を特定しない。それから同盟国批判をする。プー

チンと安倍さんとどっちが敵なのか。もう安倍さんはトランプと仲良くなりましたが、例

えば、プーチンと、同盟国である韓国の朴槿恵と比較してほしいと言われても、どっちが

敵だかわからないかもしれない。これは非常に困る事態です。 

 安倍さんがトランプタワーで、九十分も会談をしたのは大変すばらしいことだと思いま

す。しかし、楽観はしてはいけません。この人は何をするかわからない人です。 

 さて、ＴＰＰです。この意義は経済だけではありません。十二ヵ国の自由貿易圏をつく
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って、関税を引き下げたり、調整したりするだけではなく、アメリカ大陸、オセアニア、

太平洋、アジアに及ぶ十二ヵ国がどんどん増えていく見込みでした。これは中国に対する

無言の大きな力です。特に、太平洋におけるアメリカの存在を誇示する戦略的意味があっ

た。それをトランプが自ら引っ込めたことはどれだけ愚劣な政治家かということです。 

 アメリカにとって、太平洋におけるプレゼンスが最も必要なときです。しかも、これは

自由貿易、民主主義の道を確たる信念を持って歩むのか、歩まないのかを判定するリトマ

ス試験紙です。ＴＰＰはそれほど大きな意味を持っているのに、アメリカは自由貿易の旗

頭でありながら、トランプがこの旗を下ろしてしまった。こういう人が世界のリーダーに

なると不幸なことが起こるだろうと思います。 

 先ほど申し上げたように、トランプはアメリカ第一主義、孤立主義、保護主義。これを

本当に実行したら、アメリカは衰退ではなく、滅亡になります。これをやらせないことが

共和党主流の主な役割だと思います。 

 トランプが昨日発表した人事でも細かいところは、内部で変な喧嘩ばっかり。例えば、

ジュリアーニ元ニューヨーク市長を国務長官にしようとしたら、クレームが出た。ジョン・

ボルトンの人事にジュリアーニが反対したからダメだと。両方とも国務長官候補です。さ

らに、ジュリアーニは国務省が国際テロと判断したイランの反体制派グループと付き合っ

ているなどと、妙な材料がどんどん出てくるのです。 

 もっとひどいのは、ネポティズム（同族登用）です。トランプは移行チームに長男、次

男、長女、長女の夫の四人を入れました。これを見て、共和党の主流が二人もチームから

脱退しています。 

 問題は長女イヴァンカの夫、ジャレッド・クシュナー。三十五歳のユダヤ系米国人で、

不動産業の大金持ちが大変な発言権を持っていて、人事も動かしているのです。 

 三日前の『ウォール・ストリート・ジャーナル』は、ネポティズム反対の社説を掲げま

した。アメリカには連邦反縁故法があって、商売をやっている人間が無条件で官僚になっ

てはいけない。縁故者を政府の要職に指名してはならないと書いています。それには官庁

のことをエージェンシーズと書いてありますが、この娘婿の弁護士がホワイトハウスはエ

ージェンシーではないと言っている。さらに、ホワイトハウスに入って、しかるべき地位

に就いても、アドバイザーという肩書きで、給料を一セントももらわない。それならいい

だろうと言っている。こんな寝ぼけた話がありますか。だから保守系の『ウォール・スト

リート・ジャーナル』が盛んに書き立てているのです。 

 トランプの最大の問題はアメリカの九九％のマスコミを敵にしてしまったことです。 

 日本でもマスコミは必ずしも正しいとは限らないし、曲げて報道することもあって、感

心しませんが、今のアメリカは異常で、予想を間違ったのはほとんどのマスコミがクリン

トン支持だったからです。そのマスコミが今、虎視眈々とトランプを叩いて下ろそうと狙

っています。こうした異常な状態がこれから四年間、続いていくでしょう。われわれはト

ランプで油断をしてはいけない。この四年間、アメリカは不安定の時代に入っていくので
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すから、こちらもよほど身がまえていかないと怖いと思います。 

櫻井 ＴＰＰに関して、トランプさんの表現がどのようなものになるのか、まだわかりま

せんが、萩生田さんが、安倍総理そして日本国は世界の八五％を占める自由主義経済の国々

を一つのまとまりへと持っていきたいとおっしゃいました。それは日本の国家戦略として、

正しい方法だと思いますが、当面、ＴＰＰに関して、日本がどのようにして、アメリカを

説得し、関係国をまとめながら、引っ張っていけるのか。非常に細い道だと思いますが、

中国にリーダーシップを奪われないようにするために、川村さん、何をしたらいいのでし

ょうか。 

川村 ＴＰＰは言うまでもなく、日本だけで完成、完結するわけではありませんが、少な

くとも、理念の形として、こうなるはずだったというものがあるわけです。日本としては、

それが現実に成就しないとしても、一〇〇％、エンドース（裏書き）した形で、その仕組

みをきっちり証拠として残しておくことが第一歩だと思います。 

 日本はＲＣＥＰにも、非常に積極的ではあります。つまり、ＴＰＰとＲＣＥＰの両方を

押さえたいというのが日本の戦略だと私は理解しています。ＴＰＰの規模を言えば、参加

予定の十二ヵ国は世界のＧＤＰに占めるシェアが三五％ぐらいです。そして、日本がＴＰ

Ｐに参加することによる経済効果はＧＤＰの二・六％、一〇兆円ぐらいを底上げするだろ

うと言われています。これは、日本政府の試算です。 

 ＲＣＥＰも似たような数字が出てきています。ＲＣＥＰは十六ヵ国が参加して、世界の

ＧＤＰの三〇％ぐらい。日本がＲＣＥＰに加わることによる経済効果は一〇兆円程度と言

われています。専門家によっては、ＲＣＥＰのほうがＴＰＰより日本の経済効果は大きい

と言う方もいるので、どっちが正しいとは決めつけられませんが、同じぐらいのインパク

トがあることは間違いありません。 

 ＴＰＰを深追いしても、アメリカが動かないかぎり、これは動かないわけですから、形

を残しておいたうえで、ＲＣＥＰでのリーダーシップをどうとっていくかということがポ

イントになってくると思います。 

 ＲＣＥＰは間違いなく中国がリーダーシップをとろうとしています。なぜかといえば、

「一帯一路」政策があるからです。要するに、陸と海の新シルクロード計画を立てて、中

国がインフラ整備を中心にして、ヨーロッパのほうに向かって経済的にどんどん進出して

いく。その出口がイギリスだったわけです。私はその一帯一路もかなり苦労してきている

と思います。 

 というのは、シルクロードといっても、砂漠と岩ばかりです。周りには人間より毒ヘビ

やヒツジのほうが多いような所に、道路をつくり、トンネルを掘っていっても、ゴースト

タウンができてしまうだけです。その苦い経験を中国は西部の開発でやっているわけです

が、それを延々とやり続け、出口があって初めて成果が出るわけです。その出口は今の状

況でいくと、たぶんギリシャです。ところが、ギリシャはきわめて大変な状況になってい

て、国そのものが立ち行くかどうかという状態です。 
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 したがって、出口がギリシャでは、一帯一路は完結しませんので、最終的にはイギリス

ということになる。昨年、イギリス王室に、習近平一行が訪ねた背景はそこにあると思い

ます。 

 ただ、この「一帯」も途中にロシアがあって、ロシアと中国の関係も一筋縄ではいかな

い部分があります。「一路」は海のほうですが、これも南シナ海の問題があり、ＡＳＥＡＮ

諸国は基本的に嫌中に近いところがあります。パキスタンとインド関係も微妙で、特にイ

ンドは中国を非常に警戒している。そうなると、「一路」も簡単にいく話ではありません。 

 そこで、中国が合わせ技で考えたのがマネーの力だということで、ＡＩＩＢ（アジアイ

ンフラ投資銀行）をつくったわけです。世界六十ヵ国ぐらいが参加して、主要国で参加し

ていないのは、日本とアメリカだけです。 

 ＡＤＢ（アジア開発銀行）の向こうを張ったものですが、実はこれもうまくいっていま

せん。国際金融のノウハウがないためです。今、世界銀行やアジア開発銀行から、国際金

融のベテランをスカウトしようとしています。しかし、それだけで立ち行くほど簡単な話

ではありません。 

 今まではアメリカが主流で、ＩＭＦ（国際通貨基金）、世界銀行を、日本がイニシアチブ

をとってＡＤＢをやってきました。中国から見れば、ワシントン中心の米日秩序が崩れて

いく中で、これからは一帯一路とＡＩＩＢによる中国秩序でいくよ。貿易の世界はＲＣＥ

Ｐでいくよ。ＴＰＰは知的財産の保護、通信の自由だと言っているが、われわれはそんな

ことやらないよということです。 

 中国は実に便利な国で、あるときは先進国に、あるときは新興国になります。そうする

と、ＴＰＰは先進国クラブの約束ではないか。俺たちに得は一つもない。そうではなく、

みんなで、関税を下げていくために協力しようというのが、ＲＣＥＰの第一段階です。当

面はモノの関税を下げるという、比較的やりやすい、新興国モデルの経済連携です。 

 そこで、一般の方にはわかりにくいのですが、国際金融の中で、日本がヘゲモニーを取

るにはどうすべきかという金融の世界の話に入っていかざるを得ません。 

 端的に言うと、中国が一方で進めている人民元の国際化という問題があります。 

 日本も、かつて円の国際化を進めていました。今、世界の通貨、決済通貨の圧倒的な力

はドルが持っています。 

 ドルが決済通貨、基軸通貨であることは大変大きな意味を持っています。実は、これま

でアメリカが巨大国家であり続けることを支えたのは軍事力以上にドルだったのです。シ

ニョリッジという、国際金融特有の基軸通貨が持っているパワーを示す言葉があります。 

 たとえば、一万円札は国が刷って、日銀が発行します。価値は一万円です。しかし、そ

の紙代と印刷代は確か百数十円です。日本政府をわかりやすく日銀としましょう。日銀は

百二十円のコストで、お札をつくって、一万円で売っています。残りの九八八〇円は日銀

の利益です。ものすごく単純な話で言うと、そういうことです。それで、日銀は一年に何

千億と貯まっていきます。日本の場合、それを国庫に返納しているわけです。 
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 今の例のシニョリッジは日本だけの話ですが、ドルが世界の決済通貨になっているとい

うことは、日銀の持っているパワーの何百倍というパワーをドルが持っているということ

になります。したがって、アメリカは双子の赤字だと言っていても、困ったら、ドル紙幣

をバンバン刷ればいいのです。インフレだからドル紙幣を刷って、ヘリコプターから撒け

ばいいという「ヘリコプターマネー」の発想は、日本人からは出てきません。なぜかとい

えば、国際的なシニョリッジを日本円は持っていないからです。ドルはそれを持っている

わけで、どんなに困っても、最終的にドルを刷れば済むという経済できたのです。これが

アメリカの強さの源泉です。 

 ＲＣＥＰは貿易取引ですが、その決済をどの通貨でするのか。現状でいけば、一部、円

や豪州ドル、人民元もありますが、圧倒的にドルです。ＲＣＥＰの諸国といえども、圧倒

的にはドルなのです。これを今後、どこの通貨が持っていくのか。中国は人民元の決済を

どんどん広めようとしています。ですから、昨年の今ごろ、ＩＭＦの特別引出権（ＳＤＲ）

の通貨に、日本円やスターリングポンドのシェアを抜いて、中国人民元が採用されたわけ

です。これは人民元の国際化の大きなきっかけになると言われています。この延長で、Ｒ

ＣＥＰ間の貿易取引の決済通貨を少しずつ人民元にしていき、いずれはドルに替わってい

こうという野望は絶対に持っていると思います。たぶん五十年タームぐらいで考えている

と思います。 

 そこで、日本がもう一度やらなければならないのは、日本円の国際化をさらに進めてい

くことです。現状では、人民元より日本円のほうが国際通貨としての通用性は高い。その

ため、舛添知事の時代に、東京都を国際金融センターにしようという発想が出て、チーム

もでき、準備もしていました。小池知事はその政策をそのまま受け継ぎ、人はすべて入れ

替えましたが、発想は一緒です。政治的な思惑は別として、東京国際金融センターにして、

円の国際化を図り、ＲＣＥＰの決済通貨の中心に円を持っていくという戦略は絶対に必要

です。日本円の国際化をどんどん進めていくことが一見、遠いようでもＲＣＥＰのリーダ

ーシップをとる一番の近道だと思います。 

櫻井 「アメリカの軍事力より、ドルの力のほうが強かった」という指摘は非常に重要だ

と思います。 

萩生田 円を国際通貨にするという点は、私も同感です。ぜひ、そういう方向を目指して

いきたいと思っています。 

 わが国は戦略的に自由貿易体系をつくろうと、第一義的にＴＰＰの成立・批准を目指し

ました。その次に、ＥＵとのＦＴＡをやって、四十数％。最後に、ＲＣＥＰを含めて、八

五％の自由貿易圏をつくろうということです。やはりＴＰＰが最も精査された内容です。

ＲＣＥＰの加盟国の中では、「それ、何」というものが、どうしてもあります。ですから、

非常にレベルの高いものをＴＰＰでつくり、そこを基準にして、貿易圏をつくっていこう

と優先順位を決めて、交渉してきました。ＲＣＥＰを後回しにしたのは、中国に対してと

いうより、日本が書いたシナリオどおりに進んできたというのが正直なところです。 
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 ＡＩＩＢの話もありました。日本もぜひ参加してくれと、繰り返し申し入れをされてい

ますが、現段階ではあまりに不透明性が高いということで、断っています。それより、円

借款、ＯＤＡにしても、質の高い日本のインフラを輸出していこう。そして、日本企業が

土足で海外に行って、人助けのようなふりをして、商いをするのではなく、高い技術をそ

の国に伝えていこう。あるいは、企業を起こして、継続的にその仕事をその国にバトンタ

ッチをしていこう。こうしたインフラ戦略を進めていますが、今までは世銀を含めて、ド

ル建てでお金を確保し、円をドルに換えていました。これを思い切って、円のまま通貨に

使っていくことにも取り組み始めました。そのための機関もつくり、二〇一六年がその元

年です。まだ、胸を張って報告できるような環境にありませんが、こういうツールを使い

ながら、円の価値を世界的に高めていくことを目指したいと思っています。 

櫻井 ここからは、安全保障の問題について、論じていきたいと思います。トランプさん

の国防政策は軍事力を強めるが、介入はしないということです。飛行機も軍艦も増産する

けれど、もはやアメリカは他国の争いに、国民の税金を使った軍事力、兵を派遣すること

はないということで、世界の軍事バランスと戦略が音を立てて、崩れているわけです。 

田久保 冷戦以降、同じ価値観を有する民主主義諸国とこれを軽視する、あるいはときど

き無視する国、つまり中国、ロシアとにはっきり分けられます。中国は南シナ海、東シナ

海を自分のものにしようとし、ロシアはウクライナのクリミア半島を強制的に併合してし

まった。そしてシリアに入ってきた。空爆を加えて、一年ちょっと経ちましたが、地上軍

を入れてきた。シリアのアサド大統領の軍隊と共同して、今、北部のアレッポの北のほう

で、病院まで無差別に爆撃しているということで、ＮＡＴＯ諸国が緊張しています。そこ

にトランプが出てきたので、ＮＡＴＯ諸国はガックリしたということです。 

 こういう対立の構図の中で、トランプがイランとの核協議をけしからんと息巻いている。

クリミア半島はもともとロシア領だったとも言っています。そのため、世界の軍事バラン

ス、勢力のバランスが少し変わり始めて、同盟国はみんな動揺しています。今のトランプ

の言動だけから判断すると、世界のバランスに狂いが生じる心配が大いにあります。 

 「敵を特定しないと同盟関係が緩む」ことがアジアで表われ始めたのではないか。南シ

ナ海問題は二国間交渉ではなく、国際問題ですから、国際会議に中国を引き出して、南シ

ナ海の航行の自由を言うべきです。しかし、ＡＳＥＡＮの中に、アメリカを見くびってか、

中国に引き寄せられるところが出てきました。 

 カンボジアは、初めから中国にビクビクしている。また、これは確かめたわけではあり

ませんが、インドネシアでは、一月から九月までの中国の投資額が激増していると言われ

ています。マレーシアのラザク首相は訪中したとき、高速鉄道のプログラムを中国の手で

導入することを決めていて、そのあと、海上警備艇四隻を買い入れることになった。この

海上警備艇は何のために使うのか。まさか中国に対抗して使うのではあるまいと奇妙な気

分になります。 

櫻井 南シナ海の現状を見ると、中国が北のパラセル諸島、南のスプラトリーに加えて、
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東のスカボロー礁に手をかけるかどうか。専門家は注目していますが、そこに手をかけた

ら、中国は事実上、南シナ海の制空権を握ることになります。制空権を握れば、制海権も

取れるわけです。アメリカの新大統領がホワイトハウスに入るころには、防空識別圏も敷

かれているかもしれないという現実が目の前にあるとき、新大統領にとって、南シナ海を

中国が事実上、支配していることは所与の条件になります。それを壊して、元どおりに戻

し、新たに始めるのはどう考えても不可能です。 

 そうした中で、トランプさんの方針が軍事的には他国への関与をしないということにな

ると、トランプさんが現状を変えるという以前に、現状がトランプさんの行動を規定して

しまいます。そして、世界の安全保障の枠組みが中国のリーダーシップによって、つくら

れていってしまうという現実に、私たちは直面しなければなりません。日本も尖閣、ガス

田など、東シナ海問題を抱えています。沖縄に関して、中国の『環球時報』が新たな論文

を出して、「沖縄は決して日本の領土ではない」ということまで書き始めています。 

 こうした現状の中で、トランプ政権は皮肉にも共和党の非常に強い政権です。共和党は

上院、下院とも過半数を取りました。二年後に、また上院と下院の選挙があるわけで、そ

のときにうまくいけば、共和党は今よりもっと強力な形で、上院の過半数を固めてしまう

かもしれません。そんな共和党政権でありながら、ホワイトハウスにトランプさんがいる

という状況で、われわれはアメリカの国防、安全保障政策に直面しなければなりません。 

萩生田 この一年半、安倍総理は南シナ海の危惧について、複数の国際社会の場で、ひる

まず発言を繰り返してきました。そして、埋め立てが一年前とどう変わっているのか。衛

星写真で示してきました。当然、中国は嫌がります。しかし、これは事実ですから、世界

の人たちと共有していこうと繰り返してきました。 

 途中から、フィリピンのドゥテルテ大統領も登場し、参戦もしています。私たちの主張

は、力による現状の変更は認めない。航海の自由、航空の自由は国際社会共有の価値観で

あり、お互いに認め合わなくてはいけない。そして、何より自由と民主主義、法の支配と

いう共通の価値観を持つ国々とは連携していこうという確認を繰り返ししてきました。 

 しかし、難しいのは、相対になると、大変な市場を持ち、軍事大国の中国ですから、ビ

ジネスの上では喧嘩したくないという国も出てきます。ドゥテルテさんでさえ、裁判では

勝っても、揉めることを望まないと、公の場で言わざるを得ないのです。 

 日本が踏ん張って、おかしいことはおかしいと言い続けたことはきわめて大事だったと

思います。そして、一定の成果も出し始めたと思います。 

 例えば、軍用化しないという言質をＧ20の会議の場で引き出すことができました。ただ、

習近平さんが軍用化しないと言っても、三〇〇〇メートルの滑走路があり、大砲の撃てる

砲台がつくられているわけです。レーダーも回っています。さらに困ったことに、灯台も

いくつか設置されました。これは光を放つものですから、周辺を航行する船はその光がど

こから発しているのか、海図の中に入れなければなりません。 

 どうすべきか。各国が困って、日本に相談してきました。日本は海図に入れることは認
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めました。しかし、領有権を認めたのではないということを上書きするというこれまで例

のない海図です。航海の安全のために、すでに存在してしまって、光を放つのだとすれば、

そこは海図に落としていこうという取り組みをしてきました。こういう粘り強い対応によ

って、今、各国と価値観を共有しつつあると思います。 

 先ほど、質の高いインフラという話をしました。中国は経済的なスケールメリットで、

さまざまな国に対して、影響力を駆使していますが、日本と中身が全然違います。 

 八月に、アフリカのケニアで、ＴＩＣＡＤ Ⅵ（第六回アフリカ開発会議）がありました。

日本はもう五十年にわたって、アフリカの支援を続けてきました。中国もアフリカに対し

て、さまざまなアプローチをしています。しかし、二十年前に舗装した道路一本、見ても

らえば、一目瞭然です。日本が舗装した道路は真っ直ぐ、きれいに残っています。Ｕ字溝

も水を溜めて、高いところから低いところに流しています。ほかの国がつくった道路はデ

コボコで穴だらけです。そういう質の違いを世界の皆さんに知ってもらいながら、目先の

金額の安い高いではなく、日本の良さを国際社会の中で広げて、信頼を高めていくことも

していかなければなりません。 

 戦後七十年の談話を出すとき、みんなで悩みました。日本人はすごく素直な国民、民族

ですから、悪くないと思っていることでも、謝って収めることをします。自分に責任がな

いと思っても、結果として納得してもらえばいいと考え、謝るのが日本の価値観です。 

 それゆえ、過去に発した文章の中には、安易なお詫びを入れたため、間違ったメッセー

ジを世界に発信してきたという後悔があったと思います。 

 同時に、日本は支援に対して、恩に着せる民族ではない。知らず知らずに汗をかく、徳

を積むという民族ですから、過去にしてあげたことを、これ見よがしに、「うちがやったん

だぞ」とは言わない民族として七十一年間、やってきました。それは誇りを持って、これ

からも続けていきたいと思います。しかし、たまには「うちがやった」と言わないと、相

手が忘れてしまうことがたくさんあります。七十年談話をつくるとき、それをつくづく思

いました。 

 日本だけが人知れず汗をかいて、人知れずよいことをやって、そのときは感謝をされて

も、時間とともに忘れ去られてしまう。言うならば、価値観だけでは生き残れないと思い、

今、内閣府を中心に戦後七十一年の世界貢献年表をつくっています。 

 いずれ、冊子になり、胸に入るサイズもありますので、海外に行くときには、持ってい

ってもらって、「うちの国はあのとき、これをしました。あの橋はうちがつくりました。知

っていましたか」ということをいやらしくない程度、日本の国柄を傷つけない程度にアピ

ールしていただきたいと考えています。そして、先輩たちが七十年間、培ってきた国際社

会との信頼関係をもう一度、掘り起こして、国際社会の仲間をしっかりつくっていく。そ

の延長で、南シナ海の問題や東シナ海の問題で、「日本が言うのなら、間違いない」と思っ

てもらえる国際社会での日本の立ち位置を確立していかなくてはならないと思います。 

田久保 先ほど紹介したハンチントン教授は、「ユーラシア大陸で覇を唱える国が登場した
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場合、これを阻止するために、米国は全力投球しなければならない」と冷戦の前に言って

います。 

 今、ユーラシア大陸で二つの大国が出てきました。これを抑止し、バランスを取るのは

アメリカですが、そのアメリカに変化が起きているということです。アメリカは世界一の

軍事力を持っています。これを行使するのが、介入、コミットメントです。 

 介入する意思があるのかどうかを長期で考えてみますと、実は、一九六九年から始まっ

ていると思います。ニクソン大統領がニクソン・ドクトリンを発表して、アジア全域から、

地上戦闘軍を撤兵させていきました。その流れはずっと続いているのではないかと思いま

す。今、米軍があるのは在日、在韓とフィリピンにごく僅かという程度です。 

 トランプは軍事力を増やすと言っていますが、介入はしないのではないか。二〇一三年、

オバマはシリアに介入してほしいという国際社会の要求を無視して、「アメリカはもう世界

の警察官にならない」と言った。少し角度は違いますが、同じ発言をトランプもしていま

す。何かが起こったとき、軍事介入するのかどうか。これは大変心配です。 

 なぜ、アメリカが退いていったのか。日本のお母さん方の中には、自分の子どもが自分

の国のためにでも、血を流すことは絶対反対だと騒いでいる人たちがいます。アメリカの

お母さんも同じことを考え始めた。自国のためでなく、世界の「民主主義」のために、自

分の子ども、弟が血を流していいのか。とんでもないという世論がどんどん強くなってい

くということです。 

 戦後の日本は日米安保条約に支えられて、ユーラシア大陸の危険に対処してきました。

この最後の支え、軍事介入はアメリカの国益を左右する重大な事態だと判断しない限り、

してこないのではないか。選択的介入という言葉がありますが、介入の選択をする条件が

非常に厳しくなってきたと思います。 

 日本はどうしたらいいのか。安倍政権の立ち位置が注目されます。歴代の内閣で安倍さ

んほど、国際的に飛び回って、日本の存在観を誇示した人はいません。伊勢志摩サミット

でも、安倍さんはひときわ目立った存在になっていました。 

櫻井 戦略的に見ると、安倍総理は実にすばらしいことを実践しています。そして、アメ

リカが軍事的に最強国であり続けることは当分、変わらないと思います。トランプさんも

戦闘機、軍艦、陸軍の兵隊数を含めて、強化していくと宣言しています。しかし、それが

選択的に使われていく。アメリカの国益が第一だとなると、介入して、同盟国、および価

値観を同じくする国々のために働いてくれる場合は助かりますが、そうでない場合もある

わけです。その場合の空白を中国もロシアもしっかり見ていると思います。 

 私たちは、安倍さんが世界を飛び回って、世界の戦略的リーダーになってほしい。今ま

で日本の総理がなれなかった場所に立ってほしいという強い気持ちを持っています。そう

した役割を日本が果たすとき、どのような資格が求められるのか。 

 例えば、フィリピンに対して、中国より日本のほうがいい。日本と共に歩めば、あなた

の国の国民も幸せで豊かになる。もっと公正な社会ができる。日本といると、必ずそれが
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実現できると納得させるには、それだけの力が必要です。経済だけではダメです。価値観

でも信頼されなければいけません。そして、経済と価値観では、日本は非常に信頼されて

いると思います。 

 もう一つ大事なのは軍事力です。これを決定的に欠いているのがわが国の戦後の実態で

す。これを変えようとしても、全然変わらないし、憲法改正もできません。 

萩生田 確かに、経済や技術力だけで、各国の信頼を牽引していくのは難しいことです。

軍事力の裏打ちがあるかないかはきわめて大事なことで、日本はそれをアメリカに頼って

きたことは否めません。 

 これから新しい時代に入っていく中で、日本の果たす役割には、どういうものがあるの

か。先ほど、駐留費は日本が世界の最高負担をしていて、トランプ氏もいずれわかってく

れるはずだと話しました。額面ではきっとわかるでしょう。しかし、アメリカ側にタダ乗

り感があるのはなぜか。日米同盟は残念ながら平等な同盟ではないことに、アメリカの不

満があるからだと思います。アメリカの兵隊は日本のために命をかけて、日本を守る。し

かし、その逆がないということです。 

 そういう状況の中で、お金だけを上乗せをすれば、納得をするのか。そうではなく、ど

こかに不公平感があって、日本に厳しい姿勢になっているのだと思います。世界の中での

日本の果たす役割と立ち位置は変わってきて、責任が大きくなっています。そのことを私

たち政治家も国民の皆さんも共に自覚し、将来に向かって、国のあり方、目指すべき方向

を示していくことが今こそ必要ではないかと思います。 

 日本の軍事費用は増えているのが現実です。東シナ海、あるいはその上空も含めて、航

空自衛隊のスクランブル発進の回数は十年前に比べると、二十倍、三十倍に増えました。

そのたびに、燃料もかかるし、人の手当ても必要になります。 

 東シナ海では、連日のように領海を侵犯する船が入ってきます。私が地元に帰れない最

大の理由はそれで、緊急招集がかかるかもしれないので、国会周辺から離れるなと指示さ

れています。でも、「萩生田さん、今日も平和で何もなかったじゃないか」と言われます。

しかし、私のケータイメールには、何時何分、どういう船がどう入ってきたか、瞬時に連

絡がきます。そして、海上保安庁が懸命に伴走して、外へ出ろと言って、やっと追い出し

たのが何時何分という連絡がきているのです。こういうことを国民の皆さんに知っていた

だく必要があると思います。それで初めて、平和がどう保たれているのかという実態を共

有できるのではないでしょうか。 

 海上保安庁や自衛隊の皆さんが毎日、命がけで日本の固有の領土・領海を守っていると

いうことを国民の皆さんに知らせないで、毎日が過ぎていくことが、本当にいいのか。何

回、船が出たのか。何キロ、走ったのか。その燃料費はいくらかかったのか。どれだけの

人が突然、配置換えで、寝ていた人たちまで、外へ出なければならなかったのか。毎日の

生活の中では、残念ながら公になっていません。これは、隠すほうがおかしいので、こう

いったことにも努力をしていきたいと思っています。 
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川村 今年、すごく流行った映画の一つに、『シン・ゴジラ』があります。あれは象徴的な

映画で、『シン・ゴジラ』がなぜ流行ったかという私なりの解釈ですが、日本人がアメリカ

に対して、潜在的に持っている、尊敬はするけれど、最後のところは、いかがなものかと

思う感情。そして、石原さとみさんが演じている日系人の大統領補佐官が表現しているア

メリカというものが、日本人の持っているアメリカに対する感情だろうと思いました。 

 もう一つ、ゴジラは典型的に中国です。最後にゴジラは冷却されて、封じ込められるわ

けです。そこで大事なことは、ゴジラを封じ込めるまでに、どれだけの日本人が血を流し、

町が破壊され、回復にどれだけの時間がかかるのかということです。映画はそこを描いて

いません。そういうことが今の国際情勢で、起こっているのではないか。 

 日本は戦後七十年間、お人好しできました。ところが、周りを見ると、悪い人、ずるい

人ばかりになっているわけです。その典型がトランプさんで、ずるくて、信用できないと

いうのが日本人の印象だと思います。 

 そういう中で、日本が生きていくためには、お人好しではなく、普通の人になるという

ことが経済でも絶対に必要だと思います。戦後、われわれは家に鍵をかけず、丸腰で寝て、

泥棒が入っても、抵抗せずに「泥棒は良くないことですよ」とお説教して、帰ってもらう

ことが正しいことだという教育を受けてきました。守ることは殴られることだという教育

です。 

 子どものころの怪獣映画を見ていると、自衛隊のＦ―86Ｄがミサイルを一発、発射する

と、四十万円もするとナレーションが入る。昭和三十年代の話です。この四十万円があれ

ば、今、死にそうな病気の方が四〇〇〇人救われますといったナレーションも流れるので

す。それは、全然違うレベルの話なのですが、見ている視聴者は、「そうだ。日本はムダな

ことをしている」と思ってしまいます。 

 今後、日本の経済と安全保障を考えたとき、ポイントになってくることが二つあります。 

 一つは質の高いインフラ輸出です。これは日本が総力を挙げて、全面的に展開していか

なければならないと思います。 

 かつての日本の対外援助はよく冷やかされました。日本がお金を出して、東南アジアの

密林を切り開き、ジャングルに道路ができました。しかし、道路工事をしている業者は地

元のゼネコンです。 

 その上を走るトラックはアメリカ製です。その中に積んである貨物は中国製です。運転

しているドライバーはインド人です。そして、道路をつくったお金を日本が出しているこ

とは誰も知りません。 

 例えば、主な東南アジアの空港ビルはほとんど日本の援助でできています。 

 最近、だいぶきれいになりましたが、ミャンマーのヤンゴン国際空港は半分ものすごく

立派で、残り半分はつい数年前まで、バラックでした。それは日本の援助で半分まで、立

派になったところに、アメリカを中心にする経済制裁を受けて、日本も表向き援助できな

くなったので、ミャンマーは残り半分をバラックでつなげていたのです。 
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 日本が巨額のお金を支援し、日本の技術者が害虫や病気と闘いながら、現地でつくって

いても、誰も知らないということが現実だったのです。 

 そして、日本はアンタイドローンというヒモつきでない援助です。ところが、欧米の企

業はタイドローンで、自分たちの国がお金を出して、自分たちの国の業者が潤う仕組みで

やってきています。日本もそろそろ普通の国になってもいいのではないか。 

 同時に、インフラ輸出もどこかの国は品悪く、何とか号とかをベタッと付ける。これは

センスの問題ですが、日本も銘板ぐらいはつくってもいいだろうという気はします。それ

が一つです。 

 もう一つ、純粋に経済的に見ても、軍需産業が不可欠な時代に入ってきていると思いま

す。なぜかといえば、かつて公共投資、インフラは乗数効果があると言われていました。

つまり、一の投資をしても、それを利用する人たちが活発化して、いろいろな企業、産業

が増えていくので、一・二とか、一・三になって返ってきます。二割、三割の乗数効果が

あるのです。物によっては、二倍、三倍になります。 

 それに比べると、軍事はどうか。爆発させたら、もうそれでおしまい。また、陳腐化し

ていくから、メンテナンスするだけで、コストだけがかかる。なんの乗数効果も生まない

というのが学生時代に教わった経済学でした。軍事の経済学はマイナスだけである。日本

も第二次大戦のとき、巨額の赤字を出して、軍事費に注ぎ込み、大阪の通天閣からお寺の

鐘まで拠出して、飛行機や軍艦をつくったが、結局、パァになった。われわれはそう思い

込まされてきました。本当にそうなのでしょうか。 

 今、日本でサルしか通わない山の中に道路やトンネルを掘っても、乗数効果はマイナス

です。そういう投資は意味がありません。それに対して、新しい軍事の兵器、軍艦、イー

ジス艦や戦闘機といった最先端技術に投資することは、その関係の裾野が広い産業が潤う

と同時に、何よりも目に見えない安全保障費に対する投資です。何の備えもせず、敵が攻

めてきて、日本がひどい目に遭ったときは何百兆円の損失です。軍事費はそうした損失を

被らせないための必要経費であり、公共投資だと思います。思想的なことは別にして、純

粋に経済的に見ても、軍事予算は公共投資予算だと考えるべきだと思います。 

 もう一つ、日本人がアメリカに対して持っている大きな誤解の一つに、シリコンバレー

があります。シリコンバレーでは、発想豊かな若者たちが自由で、好き勝手にやっている

うちに、すごいものが生まれた。だからアメリカは自由ですごいという神話があります。

これは大嘘で、実はそれに先立つものがあります。ベトナム戦争とアポロ計画です。 

 あのとき、アメリカ政府は巨額のお金を注ぎ込みました。それで生み落し的にできてい

った技術者たちが集まったのがシリコンバレーの発祥です。例えば、ＧＰＳなどの最先端

技術は軍事技術への投資から生まれたものです。そもそもコンピュータがそうです。世界

に覇を唱えるウォール街の金融工学というコンピュータをフルに活用した金融の仕組みが

あります。アポロ計画の頓挫によって失業した宇宙工学者たちがウォール街に流れ、そこ

で開発したのがアメリカの金融工学です。 
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櫻井 たしかに、日本の置かれている状況、世界の状況を多くの具体的な情報をもとに、

国民が理解していく必要があるだろうと思います。 

 今、東シナ海、尖閣諸島の周りでは、三・三・二の原則というのがあります。月三回、

中国の公船が三隻ずつ、領海に入ってきて、二時間、居座る。だから三・三・二。最近、

新聞を注意深く読んでみると、公船が四隻になっています。三・三・二のときもあります

が、三・四・二になっているのです。 

 ただ、これは表面的な変化のみで、実際にどういう船が入っているのかを見る必要があ

ります。本当の姿は灰色のペンキの軍艦ですが、それに白いペンキを塗って、公船である

かのようにして、入ってきています。今、尖閣の海に入ってきている中国の船は以前とは、

質的に全然違うということを理解しなければいけないと思います。 

 そして、中国の軍事力が東シナ海、南シナ海など、世界各地において、他国を圧倒して

いる。日本に対しても圧倒的な優位にあるのですが、それに加えて、中国は今、宇宙戦略

を非常に熱心にやっています。自分たちだけの宇宙ステーション。月にも基地をつくる。

宇宙を支配すれば、空を支配することができる。空を支配することができれば、海を支配

することができる。全地球規模で軍事的な支配体制が築かれつつある。私たちは憲法改正

もできていない状態で、その真っ只中に、自衛隊の力も極めて脆弱な状態で立っています。 

 今まではアメリカがいてくれました。しかし、これからはその保証が必ずしもない。こ

うした状況にあるということを国民の一人ひとりが認識しておくべきだと思います。 

 さて、トランプ政権のアメリカ。台頭する、そして要求する中国。力をつけようとする

ロシア。揺れる東南アジア。揺れるうえに、バラバラになりそうなヨーロッパ。こういっ

た状況の中で、日本は何をすべきか。まず、田久保さんからお願いいたします。 

田久保 日本はいつの時代にも国際社会の大きな流れに逆らってはいけないとも思います。

ただし、「流れ」を正確につかみ、日本そのもののアイデンティティは保たなければいけな

い。インターナショナリズムといい意味のナショナリズムの両方を追求しなければならな

いと思います。 

 三年ほど前、産経新聞に、『国民の憲法』の検討を依頼されました。その前文に、西修、

百地章、大原康男、佐瀬昌盛の諸先生が中心になって、独立自存の道義国家を目標にする

と書きました。これを憲法で書ければ、今の九条があっていいはずがありません。今の自

衛隊のシステムを軍隊に変えて、自衛隊の方々は、防人として、名誉ある地位にあるとい

うことを正式に認知しなければいけない。それが私の本当の願いです。 

萩生田 難しい時代に入っていくと思います。ただ、総理が百数十ヵ国を回ってきた三年

間の足跡はしっかり残り、成果が出てきたと思います。 

 外交は相手もいることですから、すごく難しい。しかし、この三年余を見て、お互いの

国のリーダーが直接話し合うことの重要性は国民の皆さんにも理解していただいたと思い

ます。 

 安倍総理は、第一次政権で体調を壊して、政権を投げ出したという、ひ弱なイメージが
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ありました。しかし、今は本当にしたたかな政治家になったと思います。きわめて戦略的

ですし、日本の誇りを高く掲げて、外交の舞台でがんばっている姿は大変頼もしく見えま

す。 

 もはや日本はアメリカの背中を見ながら、影に隠れていくのではなく、ある場面ではリ

ーダーとして、振る舞うことのできる国になっていかなければなりません。日本の持って

いる潜在的な力を再確認して、そのための努力をしていきたいと思っています。 

川村 これからの時代は日本が本当の意味で、自主独立の一流国になるための絶好のチャ

ンスだと捉えるべきだと考えています。 

 そのためには政治、外交にあらゆる努力をすべきですが、経済の部分から、二つだけ申

し上げます。一つは、アベノミクスの成長戦略、再興戦略をさらにアクセルを吹かし、全

力で推進していくべきだと思います。本当の強さを持つためには成長戦略を完成させるこ

とが大事です。 

 もう一つは、これに一見、逆行するように思われますが、やはりお金が必要になってき

ます。今まで以上にさまざまなお金が必要になってくる。国は今、ＧＤＰの二倍という大

借金を抱えている状況です。これから金利が上がっていく状況も考えられる中で、財政は

自分たちのポケットだと真面目に考えていかなければなりません。 

 消費税の議論はいつも奇妙な政争の具にされてしまいますが、いよいよ、われわれも自

主独立の一流国で、世界のトップリーダーをとるために、出すものは出そうという覚悟が

必要だと思います。 

櫻井 国家基本問題研究所企画委員の島田洋一さん、何かコメントがありますか。 

島田 防衛白書の言葉を使えば、拒否的抑止力について、萩生田さんに質問です。ミサイ

ル防衛等は日本もある程度やっていますが、懲罰的抑止力、ひたらく言えば、やってきた

ら、やり返す。 

 この攻撃的な抑止力に関しては、全面的にアメリカに頼っているわけです。今後、中国

がアメリカに対する核の第二撃力を整備して、北朝鮮もアメリカに届く核ミサイルを実戦

配備することになれば、トランプ政権に限らず、アメリカ国民の命を危険にさらしてまで、

日本のために中国、北朝鮮と戦えないという話になってくると思います。 

 現在、日本政府はやむにやまれぬ場合、敵基地を攻撃することは憲法違反ではないと言

いながら、その能力をまったく整備しようとしていません。 

 政治の怠慢だと思います。敵基地を超えた敵対勢力の指令系統中枢に対して、攻撃姿勢

を示すのは憲法違反でできないというなら、憲法を改正すべきだと思います。また、日本

は非核三原則を今後も堅持するというなら、通常戦力で、いかに懲罰的抑止力を確保する

のか。これを示すのが政治の責任だと思いますが、いかがでしょうか。 

萩生田 返す言葉がありませんが、そうした問題意識は持っているつもりです。そこをど

う具現化していくかということにいつも苦労しています。ご指摘のことはよく理解してい

ます。 
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櫻井 火箱さん、コメントはありますか。火箱さんは元陸上自衛隊の幕僚長です。 

火箱 私は第一線の部隊を率いてきましたので、自衛隊の苦しみもよくわかっています。

政府の方針に従っていくことが大前提ですが、新安保法制ができたことは非常に力強い一

歩を踏み出したと思います。それでも、運用に際しては、まだまだ足りないところがあり

ます。 

 実際問題として、東シナ海に、武装工作員などが入ってきたとき、当然、海上保安庁が

対処することになります。もし、海上保安庁が撃破されてしまったら、自衛隊が出ること

になりますが、そのときは海上警備行動が発令されるか、治安行動が発令されるか。二つ

の選択肢しかありません。 

 そうした法制は決まっていますが、肝心の武器の使用は警察権の範疇になります。自衛

隊は世界に出れば、軍隊として扱われますが、わが国だけは警察権の範囲でやりなさいと

いうことになっています。自衛隊は通常防衛行動を基準に、日ごろから、しっかりした訓

練をしています。しかし、警察権でやれということは警察と同じで、どちらが鉄砲の撃ち

方がうまいかという程度の「旗」しか持っていないのです。 

 そうしたことを国民にもしっかりわかっていただきたいと思います。わが国を守るため

の法制なのに、戦争に行くなどと、とんでもない話にすり替えて、ごまかすような形にな

ってしまったことは非常に残念だと思います。 

 先日、駆けつけ警護の任務が付与されて、部隊が南スーダンに行きました。それをマス

コミが捉えて、駆けつけ警護に行くのは反対だ。よその戦争に行くのは反対だという言い

方をされました。ＰＫＯの部隊はもともと、そういう任務、事態があるかもしれないとい

うことで、しっかり訓練、準備をして行きます。そこを国民の皆さまと言いますか、マス

コミの皆さまは違う方向に持っていこうとしているように感じます。 

 憲法改正をして、自衛隊をしっかり位置づけないと、手足を縛られたまま、いろいろな

事態に対処しなければならない状況なのです。政府も自衛官が危険だということを大前提

として、正直な形で、説明してほしいと思います。安全だから行ってもらうのではなく、

危険なことは十分承知している。しかし、彼らに行ってもらうしか方法はない。そこを国

民の皆さんにわかってほしい。そして、万が一、変わった姿で帰ってきた隊員がいても、

みんなでお迎えしよう。こういう気持ちで、政府には説明していただきたいと思います。 

櫻井 私たちは九年前、憲法改正を一つの大きな目標として、国家基本問題研究所をつく

りました。 

 憲法を読めばわかるように、日本国憲法の中に日本らしいところは何もありません。む

しろ、日本らしくないところばかりがあります。前文を読んでみると、日本国は何もしな

くてもよろしい。国際社会を信頼して、日本国民の命を守り、子どもたち、孫たちの代ま

でも他国の善意に頼りなさいということが、事実上、書いてあるわけです。日本国政府は

国民のために、何をしなさいということはいっさい書かれていません。 

 そこで、拉致問題があります。なぜ、拉致をされて、三十年間も四十年間も私たちの国
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は救い出すことができないのか。いろいろ考えてみますと、憲法の前文の精神にどっぷり

浸かっているからです。国民が拉致されているにもかかわらず、そこに出かけていって、

強硬手段を使ってでも、助け出そうとしないのは日本国だけです。ほかの国はみんな、そ

うします。なぜなら、政府、国家には、国民の生命、財産、国民の幸せを守る責任がある

からです。 

 今、私たちは幸いに七十年、現行憲法の下で平和を享受してきました。しかし、憲法が

平和を担保してくれたわけではありません。日米安保条約があって、アメリカの後ろ盾が

あって、そこに自衛隊がいて、海上保安庁がいて、多くの方々が努力をしてきたからです。

憲法を変えることによって、国民を守ることができる国になる。そうならなければならな

いと思い、国基研をやってきました。そこのところをぜひ理解してほしいと思います。国

基研はこれからも、日本国のために、言わなければならないことを言い、しなければなら

ないことをしていこうと思っています。 

（質疑応答などは、紙幅の関係で割愛させていただきました。ご了承ください） 


